
の割合
3

62 64 66 68 70 -
福 パーセント 61

57.6 0 - - - 0.0

06040200 公共施設等財産管理基盤の構築
暮

人々が集まり活動できる「場」があると感じている人の割合
4 ら

44 44.7 45.4 46 47 -
し ％ 43

35.1 0 - - - 0.0

06040200 公共施設等財産管理基盤の構築
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人の割合
5

62 64 66 68 70 -
福 ％ 61

57.6 0 - - - 0.0

政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

１．基本施策の実現状況を明らかにする
(１) 基本施策が４年間でめざす姿

(２) 基本施策目標値の達成状況
基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No この基本施策に関わる基本施策目標指標
進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

(３) 基本施策を構成する施策及び目標値の達成状況
施 策 名 基準値 上：戦略目標見込値／下：達成値 目標値 進捗状況

No
施 策 目 標 指 標 進捗率(%)

単  位

単  位

単  位

単  位

単  位

様式Ｂ 最終更新日：平成29年04月13日 1頁

前期基本計画 平成２９年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

住民自治を支える財政体質の確立を図るとともに、「公共施設等総合管理計画」の策定を通して今後の財産管理と活用の基

盤を構築し、次代につなげる財務基盤を整えること目指します。

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

暮 財政健全化判断比率（実質公債費比率）

1 ら 6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 -
％ 6.1

し 0 0 - - - 0.0

暮 財政健全化判断比率（将来負担比率）

2 ら 45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 -
％ 51.3

し 0 0 - - - 0.0

幸 滝沢市で幸せに暮らしている人の割合

3 62 64 66 68 70 -
パーセント 61

福 57.6 0 - - - 0.0

平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
暮

財政健全化判断比率（実質公債費比率）
1 ら

6.1 5.8 5.3 4.7 4.2 -
し ％ 6.1

0 0 - - - 0.0

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
暮

財政健全化判断比率（将来負担比率）
2 ら

45.7 42.7 39.8 39.8 39.8 -
し ％ 51.3

0 0 - - - 0.0

06040100 住民自治を支える財務体質の確立
幸

滝沢市で幸せに暮らしている人
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性
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．
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実
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　住民自治

て

を支える財政体質の確
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立のためには、通常の

取
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等財産管理基盤の構築
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施
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活用の基盤を整える必
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要があります。

実現）に向けた基本計画内の取り組みと方針

様式Ｂ 最終更新日：平成29年04月13日 2頁

前期基本計画 平成２９年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

・財務体質の確立について、財政健全化判断比率の諸指標(実質公債費比率、将来負担比率等)は健全化を要する数値には、

　至っていませんが、財源を調整する基金の積立金現在高比率は県内市部で下

政
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．
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現
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状
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認
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す
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(
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１
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)
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基
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本
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施
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目

として行財政基盤の確

標

立を目指すためには、

の
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進
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政    策 :
基本施策 :

主管課長職・氏名

関係課長職・氏名

(４) 所管施策別事業計画表
施    策    別    事    業    費    計    画    額

No 施 策 名
４ヵ年計

前 年 度 比 較 (%)

様式Ｂ 最終更新日：平成29年04月13日 3頁

前期基本計画 平成２９年度 基本施策方針書

０６ 総合計画の認知度を高め行財政基盤の確立を目指します
０４ 次代につなげる財務基盤の確立

財務課長  藤倉　友久

平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

06040100  住民自治を支える財務体質の確立

87,600 85,856 2.0 87,600 87,600 87,600 350,400

06040200  公共施設等財産管理基盤の構築

7,947 18,575 △57.2 6,288 7,349 6,810 28,394


